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※２

   

※１

※２
県内業者…福岡県内（大牟田市内を除く）にある本店又は支店等で登録を希望する事業者
県外業者…福岡県外にある本店又は支店等で登録を希望する事業者

大牟田市企画総務部　契約検査室

令和 ８・９ 年度

大牟田市競争入札参加資格者業種変更申請要領

【県内業者・県外業者】
【郵便申請】

【測量・建設コンサルタント等】

【業種変更】…令和７年度競争入札参加資格者名簿に登録している事業者で、
　　　　　　　令和８年度から登録業種の変更を希望する事業者

郵便申請〔業種変更〕

 【書類受付期間】令和８年４月６日（月）～令和８年４月２４日（金）



◆ 業種変更

※業種変更は郵便申請のみの受付となります。

※令和７年度に登録されていて、業種変更がない場合は、申請の必要はありません。

◆ 令和８年４月６日（月）～令和８年４月２４日（金）

◆　郵送（一般書留、簡易書留又はレターパックプラスに限る） ※受付期間末日までの消印有効

◆　令和７年度競争入札参加資格者名簿に登録されているもの

◆　令和８年８月１日 ～ 令和１０年７月３１日（２年間）

(1) 業種は３業種まで登録可能です。（土木設計の場合、種目は５種目まで登録可能）

(2) 登録可能な業種・種目については（別紙）「業種・種目一覧」を確認ください。

(3)

(4) 提出された書類等は返却しません。

(5) 令和８年度競争入札参加資格者名簿は、８月１日以降にホームページ等で公表します。

封筒の表に朱書きで「競争入札参加資格者業種変更審査申請書類在中」と差出人を記載してください。支店
等（委任先）を登録する場合は、併せて【支店等（委任先）名】を記載してください。

大牟田市競争入札参加資格者業種変更申請について【郵便申請】

１．申請受付区分

・大牟田市では、３年ごとに「定期受付」を、１年ごとに「追加受付」「業種変更」を申請受け付けしていま
す。なお、今回の申請は「追加受付」「業種変更」に当たります。

・令和７年度競争入札参加資格者名簿に登録されている事業者で、令和８年度から登録業種の変更（業種の追加
登録又は順位変更等）を希望する事業者

６．注意事項

 令和７年度に大牟田市(企業局を含む)の競争入札参加資格者名簿に登録されている業種の変更を希望する事業
者は、下記の要領で登録業種の変更申請をしてください。

２．受付期間

３．申請方法

４．申請できる事業者

５．有効期間
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【○ …必須、▲…該当がある場合のみ】

②「業種：土木設計」を希望する場合

一級建築士事務所登録証明書

〇

▲6

建設コンサルタント等の登録証明書又は通知書 ※申請日現在で有効なもの(下記①～⑤を登録する場合提出必須)

登
録
す
る
場
合
必
須

①「業種：測量」を希望する場合

「測量業者登録証明（通知）」と「測量士・測量士補名簿記載事項証明書(※)」を併せて提出

※契約先(本店を登録する場合は本店、委任先を登録する場合は委任先)に常勤の測量士１名の証明
書（申請月以前３か月以内(令和８年１月１日以降)に国土地理院から発行されたもの）を添付

⑤「業種：補償コンサルタント」を希望する場合

補償コンサルタント登録証明（通知）

建設コンサルタント登録証明（通知）

③「業種：建築設計」の「種目：建築一級」を希望する場合

※契約先(本店を登録する場合は本店、委任先を登録する場合は委任先)が一級建築士事務所として
登録されている証明書等を添付

④「業種：地質」を希望する場合

地質調査業者登録証明（通知）

5

〇

〇

営業所一覧表の写し
▲

※支店等（委任先）登録の場合のみ提出必須

技術者経歴書の写し

※登録を希望する業種の技術者経歴書を提出

NO

1

８．提出書類一覧表

提出書類・説明

業
種
変
更

一般競争（指名競争）入札参加資格審査申請書変更届
〇

※商号又は名称は営業上の本店名を記入、実印を押印

4

2

3

競争参加資格希望業種表・経営状況調査票の写し

測量等実績調書の写し

※直近２年分(任意様式可、登録を希望する業種のみ提出)

mail e-keiyakukensa01@city.omuta.fukuoka.jp

TEL（直通）０９４４－４１―２５９０　　FAX（直通）０９４４－４１―２５９２

７．送付先・問い合わせ先

〒８３６－８６６６　　福岡県大牟田市有明町２丁目３番地

大牟田市役所企画総務部契約検査室　契約担当
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1 一般競争（指名競争）入札参加資格審査申請書変更届

※ 全業者提出必須書類

1. 申請者（本店）の代表者名等を記入してください。（実印の押印必須）

※法人の場合、履歴事項全部証明書の住所等を記入してください。

（登記簿上の住所と営業上の住所が異なる場合は、営業上の住所を記入してください。）

2.

2 競争参加資格希望業種表・経営状況調査票の写し

※ 全業者提出必須書類

1.

2.

3.

3 測量等実績調書の写し （直近２年分）

※ 全業者提出必須書類

1. 登録を希望する業種の測量等実績調書(直近２年分)について提出してください。（任意様式可）

2. 登録を希望する業種の履行実績がない場合、『実績なし』の旨を記載してください。

4 営業所一覧表の写し

※ 支店等（委任先）を登録する場合のみ提出

1. 支店等（委任先）を登録する場合のみ提出してください。

2. 総務省の共通様式３－２又は国土交通省の共通様式③で作成された「営業所一覧表」を提出してください。

5 技術者経歴書の写し

※ 全業者提出必須書類

・ 登録を希望する業種の技術者経歴書を提出してください。（任意様式可）

6 建設コンサルタント等の登録証明書又は通知書の写し  ※申請日現在で有効なもの

※ 該当がある場合、提出必須

1. 下表①～⑤の業種・種目について登録を希望する場合は、各必要書類を提出してください。

2.

https://www.gsi.go.jp/LAW/SHIKEN-sikentoroku.html#toroku4

※登録を希望する種目についての登録証明書又は通知書を添付のこと

地質調査業者登録証明（通知）

９．書類作成の手引き

「②有資格者数（測量・コンサル）」に記載する有資格者数は自社の常勤職員のみとし、非常勤職員、友
好・協力関係にある別企業の職員等は記載しないでください。

記載してある資格以外に、登録する業種に関する資格を有する職員がいる場合は、空白の欄に当該免許等の
名称と職員数を記載してください。

変更事項欄に「登録業種の変更」、変更前欄に「令和７年度名簿に登録している業種・種目・順位」、変更
後欄に「令和８年度名簿から登録を希望する業種・種目・順位」を記入してください。

総務省共通様式３－１の各シート（「①業種（測量・コンサル）」、「②有資格者数（測量・コンサ
ル）」、「③経営状況（測量・コンサル）」）を記載して提出してください。

⑤「業種：補償コンサル
タント」を希望する場合

補償コンサルタント登録証明（通知）

登録更新手続中の場合は、そのことが確認できる資料（更新申請書で受付印のあるもの等）を提出し、登録
証明書又は通知書が到着後、速やかに契約検査室へ提出してください。

提出書類

登
録
す
る
場
合
必
須

①「業種：測量」を希望
する場合

「測量業者登録証明(通知)」と「測量士・測量士補名簿記載事項証明書(※)」

※契約先(本店を登録する場合は本店、委任先を登録する場合は委任先)に常勤の
測量士１名の証明書（申請月以前３か月以内(令和８年１月１日以降)に国土地理
院から発行されたもの）を添付のこと

※国土地理院ＨＰ

②「業種：土木設計」を
希望する場合

建設コンサルタント登録証明（通知）

③「業種：建築設計」の
「種目：建築一級」を
希望する場合

一級建築士事務所登録証明書

※契約先(本店を登録する場合は本店、委任先を登録する場合は委任先)が一級建
築士事務所として登録されている証明書等を添付のこと

④「業種：地質」を希望
する場合
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１０．記載例 

 

一般競争（指名競争）入札参加資格審査申請書変更届（工事等） 
 

令和 〇 年 〇 月 〇 日 
 
大 牟 田 市 長            

大牟田市企業管理者     宛 

 

                      住      所 福岡県福岡市〇〇区〇〇町〇丁目〇－〇

                組  織  名 大牟田建設株式会社 

                      代表者氏名 福岡 太郎           印 

                                              TEL   ×××－××－×××  

 

下記のとおり変更したので、関係書類を添えて届け出ます。 

記 

変 更 事 項 変   更   前 変   更   後 変更年月日 

登録業種の変更 
1 位 測量 

・一般測量 

1 位 土木設計 

・河川、砂防及び海岸 

・道路 

2 位 測量 

・一般測量 

令和８年８月１日 

 

   

    

    

 
※添付書類 
商業登記簿謄本（写し）・建設業許可通知書（写し）・委任状・使用印鑑届 
その他（                                                         ）   

【 記載例 】 

本店（社）を記入、実印の押印必須 

『変更事項』……登録業種の変更（追加・順位変更等） 

『変更前』………令和 7 年度名簿に登録されている業種・種目・順位 

『変更後』………令和８年度名簿から登録を希望する業種・種目・順位 

『変更年月日』…令和８年８月１日（令和８年度名簿適用開始日） 
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様式 ３-１ ① （競争参加資格希望業種表・経営状況調査表）

※ 受付番号 ※ 業者コ－ド

測量等実績高

④ 前  ２   ヶ   年  間  の

平  均  実  績  高

（千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

24

170,000

6 年

月まで 7 年

そ         の         他

合                 計

競争参加資格希望業種表・経営状況調査表（測量・建設コンサルタント等）

月から

170,000

00

月から

年 3 月まで 3年

年

月まで

100,000

1 頁1 ／

01

03

測量

建築設計

年 月から 5 年 4 月から

年 月まで 6

4

コード

① 競 争 参 加 資 格 希 望 業 種 区 分

業種名

140,000

0

② 直 前 々 年 度 分 決 算 ③  直 前 年 度 分 決 算

0 100,000 0 140,000

（①～④）登録を希望する業種について記入

【 記載例 】
競争参加資格希望業種表

１シート目
※２・３シート目に続く
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様式 ３-１ ② （競争参加資格希望業種表・経営状況調査表）

※ 受付番号 ※ 業者コ－ド

有資格者数（人）

その他

その他

1

不動産鑑定士補 土地家屋調査士 司法書士 RCCM

技術士

総合技術監理部門 建設部門 農業部門 森林部門 上下水道部門 電気・電子部門 機械部門 地質調査

2

25

構造設計
一級建築士

設備設計
一級建築士

一級建築士 二級建築士 建築設備士
建築積算
資格者

一級土木
施工管理技士

二級土木
施工管理技士

測量士補 環境計量士
港湾海洋
調査士

不動産鑑定士

2

測量士

【 記載例 】
競争参加資格希望業種表

２シート目
※３シート目に続く

（25）自社の常勤職員のみ記入

記載してある資格以外に、登録を希望する業種に関する資格を有する職員がいる場合、空白の欄に当該免許等を記入
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様式 ３-１ ③ （競争参加資格希望業種表・経営状況調査表）

※ 受付番号 ※ 業者コ－ド

自己資本額 経営状況（流動比率）

区                            分

① ① 流 動 資 産 （a）

② 流 動 負 債 （b）

② ③ 流動比率 （a/b×100） （％）

③

④

登録を受けている事業

営業年数の詳細

④ 営 業 年 数 〇 年

③ 現 組 織 へ の 変 更 年 日

② 休 業 期 間 又 は 年 日

月

から

転 （ 廃 ） 業 の 期 間 年 月 まで日

月

日

29

① 創 業 昭和 年 〇 月 〇 日〇

号 年月 日年

年 月 日

第 号 年 月 日 第第 号 月

年 月 日

第 号 年 月 日 第 号 年

月 日 計量証明事業者 第 号

月 日 第 号

年 月 日

土地家屋調査士 第 号 年 月 日 司法書士 第 号 年

月 日 不動産鑑定業者 第 号

年 〇 月 〇 日

地質調査業者 第 号 年 月 日 補償コンサルタント 第 号 年

月 〇 日 建設コンサルタント 第 0-000000 号 令和 〇

登録番号 登録年月日 登録事業名 登録番号 登録年月日

測量業者 第 0-000000 号 平成 〇 年 〇 月 〇 日 建築士事務所 第 0-000000 号 令和 〇 年 〇

新 株 予 約 権

計 10,000

28

登録事業名 登録番号 登録年月日 登録事業名

（　う　ち　外　国　資　本） （ ） 10,000 （千円）

評 価 ・ 換 算 差 額 等 150.0

26 27

直前決算時（千円） 区　　　　　分 直前年度分決算

株 主 資 本 10,000 15,000 （千円）

【 記載例 】
競争参加資格希望業種表

３シート目

7


